小中一貫教育の制度化と展開 : 小中一貫教育の先導的取組を踏まえて(平成27年度教育研究公開シンポジウム) by 国立教育政策研究所
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●所属団体，職名は平成 27 年 8 月 24 日現在のものです。
（国立教育政策研究所長）
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ライド 4）。これは 2010年を 100とした場合に，2040年にはどれぐらいの規模になっているか
を表して，それを色で表示したものでございます。この色を御覧いただきますと，正にこの青い



































ように，ちょうど今から 100年ちょっと前，1900 年はここにございますように 4,385 万人が日
本の人口だったというデータが残っているということであります。その後，約 100年かけて，そ





向が見て取れると言われているところでありますが，実は我が国はここから約 100 年かけて， 
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23年と平成 25年の値を比較したものです。薄いところが昭和 23年，濃いところが平成 25年で




























小学校 6年生から中学校 1年生の間で前年度比での 48％の増ということになっているところで
あります。また，学年別の不登校児童生徒数につきましても，小学校 6年生から中学校 1年生の
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  文部科学省 初等中等教育局 
    初等中等教育企画課  
      教育制度改革室長 
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早まっている。（14～16歳 → 12～15歳） 
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① 小中一貫教育の取組は全国的に広がっている 
• ○ 実施件数 １１３０件 （小学校２２８４校、中学校１１４０校） 
• ○ 実施市町村 ２１１市町村 （全市町村の約１２％） 
• ○ 積極的に推進している県  ４県 
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（平成２６年） 
１２月２２日  中央教育審議会 答申 
 
（平成２７年） 
 ３月１７日   閣議決定 
 ６月１７日   法案成立 
 ６月２４日   法公布 
 
（平成２８年） 
 ４月２１日 法施行 
 
※審議の主な論点 
  ・法改正の背景、意義・目的 
  ・成果、課題とその解消策 
  ・複線化、エリート校化への懸念 
  ・学校統廃合との関係 
  ・地域や保護者との連携の在り方 
  ・教員免許、教職員定数関係 
※総審議時間 
  衆議院 ８ｈ４５ｍ 
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青森中央学院大学 高橋 興 




          
         小中一貫教育 
     導入のねらいと手順 





２ どのような手順(手法)で導入するのか  
３ 注目すべき事項・今後の課題は何か 
 (3)教委と学校間の明確な差異がある事項 
  ①保護者との協働関係強化 
    教委 50％  〉   学校 30％ 
  ②地域との協働関係強化 
    教委 64％  〉   学校 42％ 
  ③特色ある学校づくりを進める  
    教委 73％  〉   学校 49％ 
 (4)両者とも思いがけない低率(？)の事項 
  ◆教育活動充実・・・一定規模の児童生徒数確保  
    教委 26％  〉   学校 13％ 
 
  1 小中一貫教育導入の主なねらい   1 小中一貫教育導入の主なねらい 
  ー 文科省による実態調査の結果から ー 
 (1)上位3項目は調査対象による差異なし。 
  1 「学習指導上の成果をあげる」(95％超) 
  2 生徒指導上の成果をあげる(95％超) 
  3 教職員の意識改革(90％強とやや低下) 
 (2)正確に言えば5番目までが同じ。 
  4 教員の指導力の向上 





























〈参考〉図1  小中一貫教育導入のねらい 




    （文部科学省初等中等教育局） 
出所：「小中一貫教育等についての実態調査の結果」 
    （文部科学省初等中等教育局） 
N＝1130 
（小中一貫教育実施校） 
〈参考〉図2  小中一貫教育導入のねらい 










































  2 小中一貫教育導入の手順 
  ー 事例調査の分析結果からー 
 導入のねらいや経緯により様々で類型化は困難 
 敢えて「標準的な手順」として整理すれば・・・・ 
     
(1)地域(学校)の教育課題等の議論を開始 
  ・ 長計等、学力低下や生徒指導の問題、校舎の新増改築  
   や耐震化、児童生徒数の減少対策(統廃合)などが契機。 
     
 (2)調査研究や協議機関を設置((1)と同時の場合あり) 
   ・ 構成メンバーは様々。多くは教委・学校関係者に加え、 
    保護者、地域住民等のほか外部有識者が入っている。 
   ・地域住民等へのアンケート調査や先進地(校)視察    
   ・この組織で導入の決定から基本方針等や実施計画へ 
    進む場合と別組織(専門性強化)を設置して作業の場合 
 
 
     
  2 小中一貫教育導入の手順 
(6)次年度に向けた取り組みの準備 
 
  2 小中一貫教育導入の手順 
(3)実施計画をもとに教職員研修及び住民への広報 
 (4)小中一貫教育の導入 
  ・最初から全校実施は少なく、モデル校から順次が多い。 
(5)取組の評価・検証 
  ・評価や検証の担当者(組織)及び手法はさまざまである。 
   基本方針や実施計画の策定関係者(組織)がそのまま、 
   全く別組織を新たに立ち上げて、学校運営協議会や 
   学校評議委員が評価など様々である。 
  ・実施校による実践報告会や成果発表会等を開催 
  3 導入のねらいと手順に関する課題 
(1)ねらいを明確に、そして繰り返し確認する必要 
  ・ねらいを明確にし、それに基づく適正な評価を経て前へ。 
  ・ ねらいが不明確であったり、ぶれては成果があがらない。 
(2)踏むべき手順を丁寧に踏むことが大切 
   ・取組みの全過程で保護者や地域住民等の意向を丁寧に      
   すく い上げ、連携・協働する姿勢が必要 
(3)市町村教育委員会の脆弱な体制の整備が重要 
































































































































































































































































































































































































































  工藤 文三      
資料2-2 
１ 教育課程の編成実施における 
一貫性とは   
(1) 教育課程編成の諸条件 




 ウ 授業時数の設定をどうするか 
 エ 学習評価と教育指導の改善の仕組みの工夫 
 オ ６－３年の教育課程の基準の踏まえ方 


















 ウ 指導方法や学習活動等の連続性や発展性 









 ア 一貫した教育課程の編成と実施 
 イ 学年段階の区分の設定と意味付け、活用 
 ウ 指導計画や指導体制の工夫 
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３ 指導計画作成の工夫 
 ア 区分ごとの指導計画の作成  
 イ 他の学年との関連・接続の整理と位置付
け 
 ウ 重点化、精選 
 エ 重視する目標との関連を明示 










 ア 小学校高学年における定期テスト 





   
(2) 乗り入れ授業の実施 
 ア 児童生徒理解の促進 
 イ 教科の指導内容や方法の理解促進 
(3) 時間割の工夫 
 ア ４５分授業と５０分授業の調整 
 イ 中休み時間で調整したり、学年段階区分
に応じて設定を工夫したりする工夫 







  ６ 学年段階の区分設定と活用 
(1) 多様な区分設定の意味付け 
 ア 学習や生活面での接続の円滑化 
 イ 学習状況の改善 
 ウ 発達の特性への対応 
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(2) 学年段階の区分の活用 





















































































































































































































































































































































































































 屋敷 和佳 




























































































一体 H22 H18 ○ 4-3-2 5 村内唯一の学校 0.5 ○
京都市立京都御池中学校ブロック
（御所南小，高倉小，京都御池中）
分離 H19 H17 5-4 21 各校ＣＳ
京都市立東山開睛館
（開睛小，開睛中）




























H20 H19 ○ 4-3-2 3 特認校 19.4
呉市立呉中央学園
（呉中央小，呉中央中）
一体 H19 （H12-18） 4-3-2 8
呉市立和庄中学校区
（和庄中，和庄小，本通小，長迫小）
分離 H19 4-3-2 9
府中市立府中学園
（府中小，府中中）



















H23 4-3-2 5 9.7 ○
佐賀市立小中一貫校北山校
（北山小，北山中）
一体 H20 4-3-2 3
佐賀市立小中一貫校富士校
（富士小，富士中）
分離 H26 4-3-2 3
多久市立東原庠舎中央校
（中央小，中央中）
一体 H25 4-3-2 10
多久市立東原庠舎東部校
（東部小，東部中）
一体 H25 4-3-2 5
多久市立東原庠舎西渓校
（西渓小，西渓中）








































































   の加配に活用 
 ②統括副校長・・・副校長との職の分化 
 ③ライン体制の強化 




  ５／８件（63％） ｖｓ 全国10％（実態調査）  
 （２）教職員の兼務発令 
 ＜施設一体型＞「全員あるいはほぼ全員」が13／18件（72％） 
            「なし」は皆無 （表２） →積極的 
 ＜施設分離型＞「一部」と「なし」で大多数（表１） →限定的 
  
  兼務発令の理由：乗り入れ授業／全教職員一丸となった取組 
  
     
なし 全員あるいはほぼ全員





















   全教職員による協議会、研究会、研修会（年に数回） 
 ②実践研究 大多数で実施 →推進の原動力 
 ③管理職の頻繁な会合の機会 
 ④学園としての運営組織の構築（三鷹市）や 
   校務分掌の共通化  
（２）施設分離型の小中一貫教育推進体制  （１）施設一体型の校務分掌 
   ①合同タイプ → 
   ②並列タイプ 








 豊里小・中(1)  日野学園(1)  富雄第三小中(1)  東原庠舎中央校(1)
 呉中央学園(2)  村山学園(1)  湖南学園(1)  東原庠舎東部校(1)
 東山開睛館(1)  梼原学園(1)  東原庠舎西渓校(1)
 とどろみの森学園(1)  北山校(1)
 岩見三内小･中(1)  府中学園(1)
































































































































































































































































































































































































  ■第Ⅰの段階：教職員交流の実施 
    授業参観･授業研究協議、児童生徒の情報交換、指導について 
    の相談、小中合同行事の企画･運営等 
  ■第Ⅱの段階：日常的な乗り入れ授業の実施 
    各小学校への毎週の乗り入れ授業、小学校における教科担任制の実施 
  ■第Ⅲの段階：接続する区切りにおける一体性の深化 
    小学校段階と中学校段階の区切り（小５、６と中１）における先進的な取組 
    （区切りの共通性や一体性を重視、50分授業、定期試験、５段階評価、部活等） 
    ※小５、６における５０分授業あるいは定期試験の実施の有無を基準に分類 
 （２）取組の段階と条件等 
  
  ①施設一体型の方が取組が進む。 
  ②施設一体型では教育課程特例校の認定等が、 
    施設分離型では教員加配等が取組の違いに影響 
    → 次の段階へは条件整備が欠かせないことを示唆 
  ③組織の一体化が進んでいる（校務分掌「合同タイプ」、 
    兼務発令「全員あるいはほぼ全員」）場合に取組が 





 豊里小･中学校○  日野学園○
 岩見三内小･中学校  村山学園
 東山開睛館  飛島学園○
 府中学園  とどろみの森学園
 土佐小･中学校  富雄第三小中学校○
 梼原学園  湖南学園○
 東原庠舎中央校  呉中央学園
 東原庠舎東部校  北山校
 東原庠舎西渓校
 小値賀小･中学校○
 稚内市東地区  連雀学園
 大原中ブロック  京都御池中学校ブロック
 府南学園  和庄中学校区













  にある学校は成果認識（実態調査）が高いと考えられる 
  こともあり、小中一貫教育校の多くで６－３以外の学年 
  段階の区切りによる取組が強く意識される傾向がある。 
 ②しかし、第Ⅲ段階にある学校においても、必ずしも学年 
  段階の区切りにとらわれない取組の工夫を随所にして 
  いる。 
 ③新たなギャップ（小５、中２）等の指摘もある。 
   → 小学校と中学校という従来の指導体制と新たな 
        学年段階の区切りの融合が大切ではないか。  
６．まとめ 
 ①小中一貫教育の制度化に伴う、兼務の発令や校長 
   兼務による校長削減分の教員加配の行方を注視する 
   必要がある（取組の進展に影響）。 
 ②小中一貫教育の推進のためには、学校組織の一体化 
   の工夫が教育委員会でも学校でも必要である。 
 ③小中一貫教育の取組は、三つの段階に分けられる。 
   新たな小中一貫教育校の整備に当たっては、目指す 
   施設形態と取組の段階の検討が重要となる。 
 ④学年段階の区切りの運営の在り方は、今後検討を 





















































年生から実施をしております。小学校 3年生以上には，毎週 1時間 ALT を派遣して，担任ととも
にティームティーチングで実施し，小学校 1，2年生については，年間 10 時間から 20 時間を設
定し，地域人材を活用した対応で学習を進めております。ALT については，通常の授業のほか，






































































































































































































































  １．特色ある教育 
     ➳ 外国語科 ＋ 総合「なら」 ＋ ICTを活用した教育 
  ２．ムダのない教育 
     ➳ 9年間を見通したカリキュラムの作成 
  ３．中1ギャップの克服 
     ➳ 小中教員の連携 
  ４．地域との連携 
     ➳ 地域教育協議会の活動 




  小中一貫教育が成果をあげるためには 
・平成16年3月24日に、内閣府より「世界遺産に学び、ともに歩むまち－なら」小中一貫教育特区の認定を受ける。 
・平成17年4月に施設一体型小中一貫教育校（田原小中学校）を開校。 
 ‐新設3教科（英会話科・郷土「なら」科・情報科)を新設し、一部中学校の教育課程を小学校に移した カリキュラムでスタート。 
・平成21年度からは、文部科学省の特例校申請を行い、7中学校区（7中学校8小学校）を小中一貫教育パイロット校 に指定。 
・平成27年度からは、特例校制度を全市立小中学校に適用し、全市で小中一貫教育を実施。 
・平成28年1月29日・30日に第10回小中一貫教育全国サミット in ならを開催。 
  1月29日（金） 公開授業（PM） 







                                        奈良市教育委員会 参事 石原伸浩 
外国語科 











成果発表の場 ➳ イングリッシュ・チャレンジ・カップ開催 
教員研修 ➳ 中核英語教員育成研修 




○ 1つの学年に複数のALT  
  を派遣し、1日丸ごと交流を。 
   ➳ 外国語科の授業で･･･。 
   ➳ 他教科の時間にも･･･。 
   ➳ 給食は一緒に交流。 
   ➳ 休み時間の交流も！ 
学年 小１ 小２ 小３ 小４ 小５ 小６ 
連携型 10 10 35 35 35 35 
一体校 20 20 35 35 70 70 
学年 中１ 中２ 中３ （備考） 




連携モデル校 155 158 158 
一体モデル校 175 175 175 
  １．特色ある教育① 
3 
総合「なら」 
  奈良で学んだことを誇らしげに語れる子の育成  
9年間を見通したカリキュラム 
  全ての学年に「世界遺産学習」を設定 
  小学校1年生からのコアカリキュラムの作成 
  指導事例集（ティーチャーズガイド）の作成 
  
副読本の作成と配布 
  小学校5年生に配布し、中学校3年生まで継続使用 
  デジタルコンテンツの作成と普及 
 
小学校5年生で現地学習の実施 
  奈良国立博物館、観光ボランティアとの連携 
 
全国の取組との連携 
  「第6回世界遺産学習全国サミット in 大牟田」への参加 













  １．特色ある教育② 
4 
ICTを活用した教育 
  夢と誇りをもち、社会を生き抜く力の育成  
発達段階に応じた『奈良市情報教育スタンダード』の作成 
  新しい学びに対応した内容に改訂 
  ICTを活用した授業モデルの構築 
  情報モラルの徹底 
 
モデル校での実践 
  学び合い学習で授業を変える（アクティブ・ラーニングに） 
  one to oneタブレットの活用でアダプティブな学習に 
 
産学連携の中で 
 ☆パナソニック教育財団との共同研究： 財団40周年記念事業 
   『ワンダースクール 









 ➳ 基礎的な知識及び技能 
 ➳ 思考力、判断力、表現力 







 ➳ 発想する力 
 ➳ 見通す力 
 ➳ 関わる力 
 ➳   提案する力 
  １．特色ある教育③ 
5 
小中学校の連携のために 
  9年間の連続した学びの中で、確かな学力と豊かな人間性の育成 
４・３・２制でカリキュラムを作成 
  各学年の教科書の単元（学習内容）の系統性を確認 
  ４．３．２のブロックごとに目標を設定 
 
家庭学習においても一貫した方針で 
                 ➳ 「家庭学習のてびき」で家庭と連携 
小中一貫教育推進プランの作成 
中学校区の教員が一堂に会して 
  ➳ めざす子ども像を議論・決定 
  ➳ 児童生徒観の共有 
  ➳ 小中の指導観のすり合わせ 
     （全国学力・学習状況調査の 
      結果分析と対応策の協議） 
  ➳ 合同研修会の実施 
  ➳ 各部会を設置（組織化） 
  ２．ムダのない教育 
９年間を見通したカリキュラム 
 平成２７年度 全市展開 


















































り，その研究成果を平成 16 年度に中央教育審議会で報告しました。その成果を受けて，平成 19
中1ギャップの克服のために 
  小中の滑らかな連携の中で 
１．横のつながりの壁 
  ➳ 複数小学校が集まることによる友達関係づくりの課題 
 
２．縦のつながりの壁 
  ➳ 部活動を中心にした先輩後輩の壁 
 
３．教育方法の壁 
  ➳ 学級担任制から教科担任制への移行や指導法の違い 
  ➳ 教育観、教育方法の違い 
  ➳ 取り扱う言葉・用語の違い 
 
４．評価の壁 






  ➳ 職員室を一つに（小中の教員文化の融合） 
  ➳ 小中の児童生徒の日常的な交流（縦割り活動・そうじなど） 
 
 
  上級生に対する“憧れ”と、下級生に対する“やさしさ”“リーダー 




  ➳ 生活規律の統一 
  ➳ 生徒会を中心とした取組 
  ➳ 「学びのてびき」の配布 







































































中学校への不安（6年生）    中学校での悩み（中1） 
 青色のグラフ ･･･ 小中一貫教育をしていない学校群 
 赤色のグラフ ・・・ 施設一体型小中一貫教育校 
中1ギャップの克服のために 





































   中学校のことを   
 よく知っている（6年生）  
 青色のグラフ ･･･ 小中一貫教育をしていない学校群 





 ◇ 子どもが仲良くなる。 
 ◇ 教員が仲良くなる。 
 ◇ 教員がお互いの子どもを知る 
学校が離れていても・・・ 




     ➳  小中教員合同の推進組織を設置（各推進部会で、9年間を見通した協議を） 
     ➳  合同研修、公開授業の開催 
     ➳  異校種間の人事異動（教員間／管理職）  
 
② 小中連携による教員の多忙化対応 
     ➳  ITC活用による事務の効率化 
     ➳  小中連携、情報の共有化による課題の早期発見と予防 
     ➳  保護者、地域との連携の中で 
 
③ 分散進学への対応（1小学校から複数中学校へ進学） 
     ➳  奈良市の小中一貫教育としての方向性の確立 
     ➳  中学校区間の連携・情報共有と決め細やかな児童・保護者対応 
 
④ 少子化への対応（小規模校での学校適正化の有効な仕組みとし） 
     ➳  学習集団の確保と魅力ある教育の提示 






  中学校区の子どもは中学校区で育てる 
【中学校区で 
   コミュニティ・スクールを目指して】 
 
 コミュニティ・スクール指定校 
  ・小学校7校 ＋ 中学校4校 
     （3中学校区で、全小中学校が指定） 
 
○ 平成20年度に学校支援地域本部事業を全市展開し、各中学校区 
  に地域教育協議会（学校支援地域本部）を設置。 
○ 平成22年度には市独自の予算で「地域で決める学校予算事業」を 
  開始。地域全体で子どもを育てる体制をつくり、子どもたちの教育 
  活動の充実を図るとともに、地域の教育力の再生と地域コミュニティ 







 （ 校区によっては、学校と地域が 
    育てたい子ども像を共有し、共通 
    の課題・目標を設定） 
“連携”から“参画”へ 




  小中一貫教育を行うのか 
  奈良市の小中一貫教育の原点 「よりよい教育を提供したい。」 
小中一貫教育で、何ができるのか 
  １．これからの社会に必要な力を育むための新しい教育ができる。 
      ➳ 特色ある教育の実施へ 
  ２．子どもの実態に合わせ、６・３制の区切りを見直すことができる。 
      ➳ 9年間を見通したカリキュラムの中で確かな学力を 
  ３．喫緊の教育課題を乗り越えることができる。 
      ➳ 中1ギャップの克服と豊かな人間性の育成を 
  ４．地域ぐるみで子どもの教育を考えることができる。 
      ➳ 地域と共に歩む、信頼される学校づくりを 
小中一貫教育を超えた教育をめざして 
  ○ 就学前教育との連結 → 「奈良市立こども園カリキュラム」 














“ 今後10～20年程度で、約47％の仕事が自動化される可能性が高い ”            
マイケル・A・オズボーン氏（オックスフォード大学准教授） 
 






































































































た頃の昭和 25 年の男子と女子の年齢別の身長を表したものです。数字は小学校に入学する 6歳
と中学校に入学する 12 歳のときの身長を表しています。次に，平成 23 年度の子供たちの年齢別
身長を御覧ください。6歳と 12 歳のときの身長の差は御覧のとおりです。12 歳のときには男性
は 14.5 センチ，女子は約 16 センチも身長差があることがわかります。また，昭和 25 年の 12




































































た頃の昭和 25 年の男子と女子の年齢別の身長を表したものです。数字は小学校に入学する 6歳
と中学校に入学する 12 歳のときの身長を表しています。次に，平成 23 年度の子供たちの年齢別
身長を御覧ください。6歳と 12 歳のときの身長の差は御覧のとおりです。12 歳のときには男性
は 14.5 センチ，女子は約 16 センチも身長差があることがわかります。また，昭和 25 年の 12






























































































































































   【４つの特徴】  











































































































































































































































































































   ・ 小中それぞれに管理職を配置 
   ・ 教育目標，研究主題の共有 
   ・ 中学校区としての学校経営 








合同行事 ・ 事前・事後を含め 














 ○ 校長のリーダーシップの向上 














































 Ｈ２６ １８校 2,077人 




 11.7％   
（243） 
 ８５．８％   
（１８０５） 
 ８８．３％   
（１８３４） 
 14.2％   
（299） 
【回答数】 H２６ 小５・６，中１保護者 2,792人 
18.6 69.3 10.9
1.2
0% 20% 40% 60% 80% 100%
保護者


















































































































































先生には 22 単位取っていただいたらできるという制度ですが，実は 3 年間の教職経験







































































先生には 22 単位取っていただいたらできるという制度ですが，実は 3 年間の教職経験
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●所属団体，職名は平成 27 年 8 月 24 日現在のものです。
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屋敷 和佳 （やしき かずよし） 
国立教育政策研究所教育政策・評価研究部 総括研究官 
 

















寺本 有伸 （てらもと ありのぶ） 
呉市教育委員会 教育部長 
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